
住宅瑕疵担保履行法の概要

新築住宅の売主等が十分な資力を有さず、瑕疵担保責任が履行されない場合、住宅購入者等が極めて不安定な状態に置かれることが
明らかとなった。

構造計算書偽装問題

新築住宅 ： 建設業者及び宅地建物取引業者（新築住宅の売主等）は、住宅品質確保法に基づく10年間の瑕疵担保責任を負う。
（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分）

新築住宅の売主等による瑕疵担保責任の履行の確保 住宅取得者の利益の保護

１．瑕疵担保責任履行のための資力確保の義務付け
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新築住宅の売主等に対し、住宅の供給戸数に応じ
た保証金の供託を義務付け。

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る住宅戸数は、供
託すべき保証金の算定戸数から除かれる。

２．保険の引受主体の整備

瑕疵の発生を防止するための住宅の
検査と一体として保険を行うため、国
土交通大臣が新たに住宅瑕疵担保責
任保険法人を指定する。

３．紛争処理体制の整備

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る
住宅の売主等と住宅購入者等の紛
争を迅速かつ円滑に処理するため、
紛争処理体制を拡充する。

＜供託のスキーム＞ ＜保険のスキーム＞
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○ 住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅に係る
瑕疵担保責任の履行の確保等を図るため、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地建物取引
業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行によって生ずる損害をてん補
する一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保責任保険法人の指定等について定める。



○ 住宅瑕疵担保履行法で資力確保義務付けの対象となる住宅は、新築住宅のうち、請負人が建設
業者である場合又は売主が宅地建物取引業者である場合。

○ 消費者保護の観点から特に資力確保の必要性が高い、宅建業者以外との契約が対象。

資力確保義務付けの対象となる住宅
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※ 許可不要業者が新築住宅の建設工事を請け負った場合や宅地建物取引業者ではない個人等が新築住
宅の売主となる場合は、資力確保義務付けの対象外。
（民法上の瑕疵担保責任は負うため、後述する２号保険に任意加入するなどして資力を確保。）

※ また、建設業者が宅地建物取引業者から建設工事を請け負う場合や宅地建物取引業者が別の宅地建
物取引業者に新築住宅を売却する場合は対象外。
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住宅瑕疵担保責任保険（新築住宅に係る１号保険）の概要

請負契約・売買契約
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保険金支払
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 保険金の支払対象：①修補費用※、②調査費用、③仮住居・転居費用等
※住宅品質確保法に基づき10年間の瑕疵担保責任を負担することが義務付けられている「構造耐力上主要な部分」及び「雨水
の浸入を防止する部分」に係る瑕疵が発見された場合の修補費用

 保険期間：10年
 免責金額：10万円
 填補率：住宅事業者（請負人・売主）へは80％、住宅取得者（発注者・買主）へは100％（事業者倒産時等）
 保険料等：個々の保険法人が設定（戸建て住宅で７～８万円程度）
 保険金額：2,000万円（オプションで2,000万円超あり）

○ 新築住宅に係る１号保険※は、保険期間を10年（住宅瑕疵担保責任期間と同一）とし、「構造耐
力上主要な部分」及び「雨水の浸入を防止する部分」に係る修補費用等を補償。

○ 住宅事業者の故意・重過失による損害は免責（事業者が倒産等している場合を除く。）。
○ 保険金支払の際、事業者が倒産等している場合、住宅取得者の請求に基づき直接保険金を支

払。
※住宅瑕疵担保履行法第19条第１号に基づく保険をいう。以下同様とする。



＜３階建て以下の住宅＞ ＜４階建て以上の住宅＞

保険の申込み

着 工

第１回検査：基礎配筋工事完了時 第１回検査：基礎配筋工事完了時

第２回検査：２階床の躯体工事完了時

以降、階数に応じて、
10階、17階…（７階ご
と）に検査を実施

最終回検査：屋根工事の完了時
又は下地張り直前の工事の完了時

最終回検査：躯体工事の完了時
又は下地張り直前の工事の完了時

竣工・保険証券発行・引渡し

保険引受時の現場検査

○ １号保険の加入に当たっては、住宅事業者のモラルハザードを防止し、保険制度の安定運営を
図る観点から、工事中に保険法人による現場検査を受けることが必要。

○ １号保険に加入するためには、保険法人が定める設計施工基準を満たすことが必要。
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